
































































入職者計 未就業者 既就業者 離職者
新規学卒者 一　般 転職入職者
年　齢　計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
19歳以下 7．6 27．1 8．5 2．8 2．2
20～24歳 26．0 68．2 23．8 16．7 15．8
25～29歳 17．7 4．1 18．0 20．7 19．7
30～34歳 12．4 0．4 11．9 15．3 12．0
35～39歳 8．5 0．0 9．5 10．2 8．2
40～44歳 6．8 一 5．1 8．7 6．8
45～49歳 53 0．0 4．7 6．7 5．8
50～54歳 6．2 0．0 8．4 7．1 7．3
55～59歳 5．3 一 4．9 6．7 6．9
60～64歳 3．4 0．0 3．3 4．3 11．5


















常用労働者数 入職者計 未就業者 既就業者 離職者数
新規学卒者 一　般 転職入職者
年　齢　計 100．0 12．6 2．0 2．0 8．6 13．0
19歳以下 100．0 80．0 45．7 14．2 20．1 23．8
20～24歳 100．0 37．8 15．8 5．5 16．5 23．8
25～29歳 100．0 15．7 0．6 2．5 12．5 18．1
30～34歳 100．0 11．0 0．1 1．7 9．3 11．0
35～39歳 100．0 8．8 0．0 1．6 73 8．8
40～44歳 100．0 7．6 一 0．9 6．7 7．9
45～49歳 100．0 6．1 0．0 0．9 5．2 69
50～54歳 100．0 6．7 0．0 1．4 5．3 8．2
55～59歳 100．0 6．8 一 1．0 5．8 9．1
60～64歳 100．0 10．1 0．0 1．5 8．5 34．9



























































































































建設業 ∴270＊ 一．141 一243＊ ．027
（．142） （．128） （．128） （．145）
電気・ガス等 ．552 1．138＊ 一1．225＊＊ 一．516
（．769） （．600） （．536） （．560）
情報通信業 1．588＊＊ 1．115＊＊ ．353 一．891＊＊＊
（．731） （．379） （．370） （．330）
運輸業 ．368＊＊ 一1．358＊＊＊ ．659＊＊＊ 1．070＊＊＊
（ユ81） （．172） （，166） （．216）
卸売・小売業 ．206 ．318＊＊ 一，098 一．370＊＊＊
（．143） （．117） （．119） （ユ25）
金融・保険業 ．330 1．212＊＊＊ 一L600＊＊＊ ㌦583＊＊
（．354） （．314） （263） （．260）
不動産業 一．448 一1．089＊＊ ，072 1．357＊
（．434） （．482） （．431） （．740）
飲食店・宿泊業 一108 ．080 一．062 ．847＊
（．342） （，299） （305） （．442）
医療・福祉 ．530＊＊＊ ．459＊＊＊ ，716＊＊＊ 1．425＊＊＊
（ユ58） （．119） （．141） （201）
教育・学習支援業 ．046 309 ユ33 ，432
（322） （．266） （．281） （，340）
サービス業 一つ67 一．255＊＊ ．028 ．363＊＊＊
（．131） （．139） （．117） （．138）
その他 一，497＊＊＊ 一，233＊ 一．621＊＊＊ 一．103









119．806＊＊＊ 477．345＊＊＊ 157．735＊＊＊ 170．681＊＊＊
一2乙og〃んθ励ood3，602，594 4．533222 4，386，297 3，529，415
Coκ＆Sηθ‘匹R2 ．033 ユ23 ．043 ，046



































































































建設業 ．027 ．030 ．023
（．415） （．459） （337）
電気・ガス等 一．106 一．087 一．076
（．347） （．285） （．253）
情報通信業 一．271 一．284 一306
（1．381） （1．453） （L575）
運輸業 一．071 一．070 一．042
（LO59） （1．027） （．609）
卸売・小売業 一．204籾＊ rl78＊林 一181零＊宰
（3．278） （2．841） （2。859）
金融・保険業 ．251 ．224 ．200
（L644） （1．453） （1．291）
不動産業 ．191 ．178 ．159
（．999） （．933） （．837）
飲食店・宿泊業 一．222 一．216 一．216
（L544） （1．472） （1．446）
医療・福祉 一231＊＊＊ 一225零串串 一．216喰韓
（4。057） （3．919） （3．722）
教育・学習支援業 ．003 一．003 一〇19
（．026） （，026） （．152）
サービス業 一123＊＊ rl26林 一．118索＊
（2．170） （2．207） （2．045）















































自由度調整済R2 ．016 ．016 ．024F 3．426料掌 4．157＊＊＊ 3．860＊纏








































































建設業 一〇〇4 ．062 ．009
（．091） （1．412） （．194）
電気・ガス等 一．269 一425＊＊ 一372
（1．544） （2．274） （1．570）
情報通信業 ．274＊＊ 一．265＊＊ 一．175
（2．519） （2．342） （1．212）
運輸業 ．344＊＊＊ ．517＊＊＊ ．470＊＊＊
（7．354） （10．590） （9．399）
卸売・小売業 一．019 一．097＊＊ 一．040
（．488） （2．401） （．861）
金融・保険業 一．351＊＊＊ 一．279＊＊＊ 一．102
（4，195） （3ユ97） （．910）
不動産業 一．094 ，190 ユ36
（．672） （1．305） （941）
飲食店・宿泊業 ．345＊＊＊ ．312零＊＊ ．333＊＊＊
（3．449） （2．995） （3．110）
医療・福祉 ．259＊＊＊ ．364串＊＊ ．261＊＊＊
（6．457） （8．718） （6．171）
教育・学習支援業 一．014 ，265＊＊＊ ．257＊＊＊
（。163） （2．923） （2．730）
サービス業 ユ46＊＊＊ ．163＊＊＊ ．197＊＊＊
（3．883） （4．154） （4．679）








大きい程，評価が高い） 一 一 （4，152）
自由度調整済1～2 ．040 ，067 ．059
F 12．559＊＊＊ 20．753＊＊＊ 12．854＊＊＊
π 3，579 3，576 2，656
注：1．率’＊は1％，＊＊は5％，’は10％で有意なことを示す。
　2．（）内はt値。
出所：永野（2005b）。
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　　　　　　　　　　企業の人材採用区分とその展望
年層に関しては，定着が良好な場合に，新たな採用ニーズが生まれるようだ。
4．結びに代えて
　企業の新卒者採用や中途採用は，どのようになっているのだろうか。本稿
ではこの点を明らかにするために，まず既存の統計調査を用いて中高年層を
中心とした人材移動の現状を見た。その結果，新卒者採用を始めとして若年
層採用が中心であるものの，意外に中高年の中途採用も広範に実施されてい
ることがわかった。次いで，筆者が最近かかわった企業調査のデータを用い
て，どのような採用が，どのような企業で実施されているのかを，多変量解
析の手法を用いて分析した。結果は，企業規模に関しては共通性があったが，
業種に関しては違いが見られた。すなわち，新卒採用に重点をおいた採用活
動を展開しているのは，「情報通信業」，「卸売・小売業」，「金融・保険業」，
そして「電気・ガス等」であった。それに対し，「運輸業」や「不動産業」，
さらに「サービス業」では，中高年層も含めた中途採用を中心に展開してい
た。また，成長が大きい「医療・福祉」は，多くの採用方法を併用して人材
ニーズを満たそうとしていた。次いで，中高年中途採用者の採用後の定着評
価を分析した。その結果，定着について特別の配慮，特に配置や賃金の決定
に関する配慮を払っていた企業では，定着評価が高いことがわかった。そし
て最後に，今後の中高年採用ニーズについて分析した。その結果，上述の定
着評価が高い企業で，採用ニーズが高くなることが確認できた。
　中高年の雇用に関しては，本文で紹介したように，必ずしも単一の方向を
向いた議論や政策が展開されているわけではない。しかし高齢化の進展と，
その結果増加する中高年層の就業意欲が高いことを考えれば，中高年の中途
採用が今後ますます重要になることが予想される。そのためには，企業は採
用した中高年に対して，処遇上の配慮を払うことが望ましい。というのは，
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本稿の分析で明らかになったように，そのことが，中高年の定着向上につな
がり，それが更なる採用ニーズの向上につながるからである。そのようにし
て，中高年の就業機会を増やし，彼らに，これまでに獲得してきたノウハウ
や経験を発揮する機会を与え，企業はそれを活用できるようにすることが求
められているようだ。ただし，既述したように，このような中高年の雇用拡
大が，若年層の排除につながるという議論もあるので，両者の代替関係に関
する厳密な検証が必要だろう。
　ともあれ，異なる採用区分の採用に関して，同一の枠組みで分析した研究
はほとんど見当たらない。そこで本稿では，調査データを用いてその事実発
見を行った。なぜそのような結果になるか，それをどうしたら良いかという
ような吟味は，今後の課題としたい。
　　　　　　　　　　　　　　　《注》．
（1）　ここで「多く」というのは，実際には有期の雇用契約を更新し，長期間勤続
　　する人も少なからずいるからである。
（2）永野（2005a）でも，中高年層の中途採用が意外に多いことを指摘している。
　　なお，このような傾向は，企業規模別に見ても言えることである。
（3）　そのようなものに，永野（2004）がある。ただし，中高年者の中途採用と出
　　向者の受入れを比較したものとして，永野（2005a）もある。
（4）　このような企業の採用行動を説明するモデルに，サロー（1975）の「仕事競
　争モデル（Job　Competition　Model）」がある。サローのモデルについては，
　　永野（2004）を参照されたい。
（5）　この調査は，（独）高齢・障害者雇用支援機構によって組織された「中途採
　　用者の職場定着・順応チェックリスト開発研究委員会（座長：今野浩一郎学
　　習院大学教授）」が実施した，従業員数30人以上の企業約15，000社を対象と
　　した郵送による調査で，調査の有効回答数（率）は3，715社（25．2％）であっ
　　た。なお，筆者はこの委員会の委員を務めた。回答企業の業種別構成は，製造
　業が26．2％と最も多く，以下，サービス業（14．2％），卸売・小売業（13．0％），
　　医療・福祉（11．8％），建設業（10．1％）と続いた。従業員数の平均規模は246
　人で，30人未満が11．5％，30～99人が48．5％，100～999人が34．1％，1，000
　人以上が4．7％という構成であった。この委員会の報告書が，高齢・障害者支
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　　援機構（2005）である。
（6）以下で述べる分析結果は，永野（2005b）を加筆修正したものである。
（7）　ただし，従業員数の変化という形で経営状況を間接的に尋ねている。本稿で
　　その項目を使用しないのは，後述する採用の実施の説明変数として従業員数の
　　変化を用いると，トートロジー（同義反復）になりかねないからである。
　　　　　　　　　　　　　　　参考文献
Thurow，　L．　C．（1975），　Generating　lnequαlity，　Basic　Books，　New　York．（小池和
　　男・脇坂　明訳『不平等を生み出すもの』同文舘，1984年）
玄田有史（2001）『仕事のなかの曖昧な不安』中央公論社
高齢・障害者雇用支援機構編（2005）「中途採用者の職場定着・順応チェックリス
　　ト開発研究報告書』高齢・障害者雇用支援機構
社会経済生産性本部（2005）『第8回　日本的人事制度の変容に関する調査結果概
　　要』http：／／www．jpc・sed．or．jp／
永野　仁（2004）「新規大卒者採用とその成功の条件」永野　仁編『大学生の就職
　　と採用』中央経済社，第1章，pp．23－48，
永野仁（2005a）「中高年出向受け入れの合理性とその成功要因」『日本労務学会
　　誌』第7巻，第1号
永野仁（2005b）「企業調査データから見た中高年者の中途採用：多変量解析」
　　高齢・障害者雇用支援機構編（2005）第1部第3章，pp．　92－100．
原ひろみ（2005）「新規学卒労働市場の現状」『日本労働研究雑誌』No．542，9月，
　　pp．4－17．
樋口美雄・財務省財務総合政策研究所編著（2004）「団塊世代の定年と日本経済』
　　日本評論社
守島基博（2001）「転職経験と満足度」猪木武徳・連合総合生活開発研究所編著
　　「「転職」の経済学』東洋経済新報社，第6章，pp．141－165．
労働省（2000）『ホワイトカラーをあぐる採用戦略の多様化に関する調査研究報告
　　書』http：／／www2．mhlw．go．jp／kisya／daijin／20000623＿01＿d／20000623＿Ol＿d．
　　html＃概要
労働政策研究・研修機構（2005）『第二新卒者の採用実態調査』JILPT調査シーズ
　　No．3，労働政策研究・研修機構
（447） 59
